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定取消処分」という。）を受け，その後，医師法 7条 2 項 1 号に基づき原
告らを戒告とする旨の各処分（以下，併せて「本件各戒告処分」という。）














る事項を公表するものとされているところ（医師法 30 条の 2），これを受け，
医師法施行令 14 条 3 号は，上記の政令で定める事項の一つとして，医師
医師法の違反に基づく戒告処分に係わり氏名を公表した措置の……　　77
法 7 条 2 項 1 号に掲げる処分に関する事項（当該処分を受けた医師であっ














「（1）本件各戒告処分は，原告らが医師法 4条 4 号に規定する医事に関
する不正の行為を行ったとしてされたものであり，その処分の原因となる
事実関係及びそれによって原告らが医師法 7条 2項 1号に基づく戒告処分
を受けたという事実は，原告らの名誉ないし信用に関わる事項であるから，
他人にみだりに知られたくない原告らのプライバシーに属する情報である
といえる。（改行）そして，医師法 30 条の 2，同法施行令 14 条 3 号によ
れば，同法 7条 2項 1号に基づく戒告処分に関しては，被戒告者である医











るものと解される（最高裁平成 6年 2 月 8 日第三小法廷判決・民集 48 巻















える。（改行）これに対し，医師法 30 条の 2，同法施行令 14 条 3 号によ























行政上の慣行が見られる。例えば，法律上には，医師法 30 条の 2，特定
商取引に関する法律 8条 2項
（3）
，介護保険法 103 条 4 項
（4）
，新型インフルエン




































































































































































































































れない法的利益の考慮事項に対しては，③「医師法 30 条の 2，同法施行








































































（ 1 ）	 本件に関する医師法改正については，2019 年制定の成年被後見人等
の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関
する法律 79 条参照。
（ 2 ）	 本件は，2015 年の聖マリアンナ医科大学病院における精神保健指定
医に関わる不正申請発覚を端緒として厚生労働省により全国調査に繋
がった精神保健指定医の指定取消問題に関わり提起された大阪地決平
成 29 年 2 月 23 日 LEX/DB（文献番号 25448799），東京地判平成 31
年 3 月 22 日 LEX/DB（文献番号 25580557），大阪地判令和 2年 6月 4
日 D1-Law（28283969）等の争訟の一つである。
（ 3 ）	 特定商取引に関する法律 8条 2 項は，「主務大臣は，…命令をした
ときは，その旨を公表しなければならない」とする。
（ 4 ）	 介護保険法 103 条 4 項は，「都道府県知事は，…命令をした場合に
おいては，その旨を公示しなければならない」とする。
（ 5 ）	 新型インフルエンザ等対策特別措置法 31 条の 6第 5 項は，「都道府
県知事は，…要請又は…命令をしたときは，その旨を公表することが
できる」とする。





律に基づく行政処分の実施等に関する要綱 20 条 2 項本文は「知事は，
…行政処分を行ったとき，又は前項の規定による報告があったときは，
次に掲げる事実を公表するものとする」とする。
（ 7 ）	 法令に定めがないような場合の例としては，課徴金納付命令等を掲
出する公正取引委員会ウェブサイト「審決等データベース」（https://
snk.jftc.go.jp/module/jds/dc001/DC001）（2021 年 5 月 2 日閲覧）参照。
（ 8 ）	 行政による公表に対する法的研究として，例えば，拙著『行政によ
医師法の違反に基づく戒告処分に係わり氏名を公表した措置の……　　89
る制裁的公表の法理論』（日本評論社，2019），拙稿「自治体政策を遂
行する手段としての『公表』」都問 112 号（2021）48 ～ 58 頁のそれぞ
れを参照。





（10）	 行政による公表に対する国賠法 1条 1項上の損害賠償請求の事例と
して，O-157 集団食中毒原因の公表として東京高判平成 15 年 5 月 21
日判時 1835 号 77 頁や，小学校長の自殺の原因調査報告書の公表とし
て最三小判平成 22 年 4 月 27 日判自 333 号 22 頁，執行停止中の医業




なかった事例として，東京地判令和 2年 10 月 20 日裁判所ウェブサイ
ト参照。
（11）	 捜査段階で司法警察員が被疑者の前科を公言したことがプライバ
シー侵害に当たるとされた事例として，名古屋地判平成 7年 11 月 8
日判時 1576 号 125 頁参照。
（12）	 受刑者の投稿作品を掲載した刑務所所内誌がプライバシー侵害に当
たるとされた事例として，福岡高判平成 20 年 4 月 24 日判タ 1297 号
130 頁参照。
（13）	 知的障害事実を含むＰＴＡ広報誌による担当教員の挨拶がプライバ
シー侵害に当たるとされた事例として，東京地判平成 17 年 4 月 13 日
判自 279 号 58 頁参照。
（14）	 家庭裁判所調査官による少年保護事件を題材とした論文・書籍の公
表がプライバシー侵害に当たらないとされた事例として，「裁判所調
査官論文公表事件」最二判令和 2 年 10 月 9 日裁判所ウェブサイト参
照。
（15）	 行政による公表に対する国賠法1条1項所定の「公権力の行使」や「違
法」等の法的問題は，拙著・前掲注（8）88 ～ 94・142 ～ 170 頁，拙稿「行
政による制裁的公表の国家賠償法１条１項上の違法性判断に対する研
究」桃山法学 27 号（2017）99 頁以下のそれぞれを参照。
90　　（桃山法学　第35号’21）
（16）	「在宅投票制度廃止事件」最一判昭和 60 年 11 月 21 日民集 39 巻 7
号 1512 頁〔1515 頁〕。
（17）	「非嫡出子住民票続柄記載事件」最一判平成 11 年 1 月 21 日判時
1675 号 48 頁〔50 頁〕。
（18）	 国賠法 1条 1 項所定の「公権力の行使」概念に公表を含むとする旨
のものとして，例えば，宇賀克也＝小幡純子編著『条解国家賠償法』（弘
文堂，2019）67 ～ 68 頁参照。また，裁判例としては，横浜地判平成
















（21）	 例えば，「前科照会事件」大阪高判昭和 51 年 12 月 21 日民集 35 巻 3
号 647 頁〔653 頁〕は，「前科や犯罪経歴が公表され，又は，他に知ら
されるのは，法令に根拠のある場合とか，公共の福祉による要請が優
先する場合等に限定されるべきものである」とするが，その理に適う。
（22）	「前科照会事件」最三判昭和 56 年 4 月 14 日・前掲注（20）〔622 ～
623 頁〕。
（23）	「裁判所調査官論文公表事件」最二判令和2年 10月 9日・前掲注（14）。
（24）	「ノンフィクション『逆転』事件」最三判平成 6年 2 月 8 日民集 48
巻 2 号 149 頁〔153 ～ 154 頁〕。
（25）	「長良川リンチ殺人事件報道事件」最二判平成 15 年 3 月 14 日民集
57 巻 3 号 229 頁〔233 頁〕。
（26）	 医師等の行政処分のあり方等に関する検討会「医師等の行政処分の
医師法の違反に基づく戒告処分に係わり氏名を公表した措置の……　　91
あり方等に関する検討会報告書」（平成 17 年 12 月）10 頁（https://





















（30）	 林修三『判例解説憲法編』第 4 巻（ぎょうせい，1989）112 頁は，
法令上に不利益な処分事実の公表が予定される理由としては，第 1に
不利益処分の存在を知らない「第三者の保護」と，第 2に公表による「社
会的制裁」の対象とすることを挙げている。

